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研究成果の概要（和文）：

農村コミュニティーは担い手・農地の賦在状況、偏在状況によって大きく異なる。コミュニティーの再

生条件、地域営農システム形成条件も同様である。そこで、担い手の活性度すなわち目的型組織の形成度

合いに応じた地域類型区分を行い、類型ごとに農村コミュニティーの再生方策と農業協同組合の統治形態

を明らかにした。農村コミュニティー構造（産業の担い手形態）の相違による地域営農システムの構築と

それに対応した協同組合の統治形態（所有構造）および運営体制（理事構成と総会機能）・事業体制との

関連を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：

This study clarified the relationship between the governance of agricultural
cooperative association and reproduction of rural communities．The rural community
is greatly different according to the uneven distribution situation of the farmer
and the farmland. Then, a regional pattern corresponding to the formation degree of
farmer's activation level, that is, the target type organization was divided. It were
clarified that the reproduction strategy of the rural community and the governance
of the agricultural cooperative association of these each patterns.
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１．研究開始当初の背景

現在進行している経済のグローバル化とそれへ

の対応として行われてきた日本の構造改革路線は、

地方圏、特に農村部に大きな影響を及ぼしている。

既存の集落を組織・事業基盤としてきた日本の

農協をみると、全ての事業（量・利益ともに）に

減少の影響が出ると予測される。具体的には農業

者（生産者）の減少に伴う農産物生産量の減少、

これは手数料収入を主とする農協経済事業に大き

な影響を及ぼす。また、担い手不足のため総代定

数が確保できない地区の発生や世代交替による非

組合員化の懸念も現実化しつつある。組合員の減

少により、組織の活性化が失われる可能性も指摘

でき、さらに組合員脱退による出資金減少（後継

者の核家族化、地区外転出等）は、農協の存立に

も関わる問題である。農村内部においては、農地

の分散化、放棄地の拡大が懸念される。これは、

担い手への集積により解消していく課題となって

いるが、現実には出し手農家、地域との協力が重

要となる。この点においても、農協組織基盤の再

編は重要課題となっている。

ここで重要なのは、現在崩壊しつつある地縁型

共同体の再生と農業の「担い手」を核とした目的

型組織の形成をどのように結合させていくのかと

いう問題である。つまり、定住・生活の安定を志

向する「地域（社会）の論理」と生産力・収益性

の向上を目指す「産業の論理」との矛盾を現実の

農村社会においてどのように融合させていくかが

問われているのである。農協組織においても、既

存の集落組織を超えた目的型組織の形成が求めら

れており、重層的な意思反映機会、情報伝達のル

ート、役員選出などの単位を構築する必要がある。

そこで、本研究では、既存の地縁型共同体と担

い手政策推進の中で形成される目的型組織を結合

させた農村コミュニティーの再生方策とそれを基

盤とした新しい農業協同組合の統治のあり方を明

らかにすることを課題とする。

２．研究の目的

「産業の担い手」足る経営体は企業的な経営展

開を余儀なくされる。そこで本研究では、第 1に、

農業経営の企業化の条件と規定要因を解明した上

で、既存の地縁型共同体との関係を整理する。第

2に、目的型の産業組織と地縁型共同体の融合は、

地域営農システム内部で完結することを示すとと

もに、システム形成過程における農協の役割を、

農協組織・事業基盤の再編という視点から明らか

にする。地縁型共同体は、組合員出資を重視する

メンバーシップ型の既存の農協組織基盤であり、

目的型組織は事業利用を重視するユーザーシップ

型の農協組織である。第 3に、農村コミュニティ

ー類型別にみた農業協同組合の統治形態を明らか

にしていく。

農村コミュニティー類型に関しては、Ａ：内部

主体的に形成された担い手統治型、Ｂ：外部資本

との結合による産業統治型、Ｃ：協同組合資本に

よる集落統治型の 3つの類型区分を行う。Ａ：担

い手統治型では、農村内部に主体的に形成された

企業経営が組合員の中核を占めている。ここでは

出資と利用を単年度的に結びつけるユーザーシッ

プ型生産組織を、Ｂ：産業統治型では特定産業資

本と結合した北海道日高地域の軽種馬産地の専門

農協を、Ｃ：集落統治型では多様な地域主体を内

包した地域経営が行なわれている東北地域・中山

間地帯の農村と農協を分析対象とする。

３．研究の方法

農村コミュニティーは担い手・農地の賦在状況、

偏在状況によって大きく異なる。コミュニティー

再生条件、地域営農システム形成条件も同様であ

る。そこで、担い手の活性度すなわち目的型組織

の形成度合いに応じた地域類型区分を行い、類型

ごとに農村コミュニティーの再生方策と農業協同



組合の統治形態を明らかにした。具体的には、農

村コミュニティー構造（産業の担い手形態）の相

違による地域営農システムの構築とそれに対応し

た協同組合の統治形態（所有構造）および運営体

制（理事構成と総会機能）・事業体制との関連を明

らかにした。

農村コミュニティー類型に関しては、Ａ：内部

主体的に形成された担い手統治型、Ｂ：外部資本

との結合による産業統治型、Ｃ：協同組合資本に

よる集落統治型の 3つの類型区分を行っている。

Ｃ：集落統治型では多様な地域主体を内包した地

域経営に関しては、ドイツバルトキルヒのマルク

トの取り組みとスローシティー活動に関わる地域

コミュニティーの関係性について調査研究を行な

い、日本・東北の農村における農商工連携と協同

組合間協同のあり方について検討をおこなった。

４．研究成果

「地域営農システムの形成と農協組織・事業の

再編」に関する調査研究を実施した。農政用語で

いう「集落営農」は現実には地域営農システムの

形成を指す。「担い手」と「集落営農」は別個に存

在するものではなく、農村コミュニティーの諸活

動において、あるいは事業・組織補完的な存在と

して存立する。福島県南会津地域（集落統治型農

村コミュニティー）の調査結果では、集落営農は

地縁型共同体を基盤に形成されていた。しかし「経

営体」として成り立つためには、目的型の産業組

織として機能する必要がある。これに関して、北

海道日高地域（産業統治型農村コミュニティー）

の調査研究では、企業体としての「産業の担い手」

機能が必要となり、両者を包括した地域営農シス

テムの形成が求められることが示された。「産業の

担い手」としては、①内部主体、②外部資本、③

協同組合資本が考えられるが、これらを「地域の

担い手」として融合させるには、③タイプへの接

近が有効である。その意味において、システム形

成に関しては、農協の役割が求められるが、課題

も多い。これまでのように、組織基盤は既存の集

落、事業基盤は新たな担い手という分離した農協

運営構造のままでは今後成り立ち得ない。「産業の

担い手」は、事業利用を重視するユーザーシップ

型の目的型組織を志向しており、これらを新たな

意思反映ルートとして、組織・事業基盤として組

み込まなければ農協の存在意義が消失する。ここ

では、農村コミュニティーの再生と地域農業振興

を可能とする地域営農システムのあり方を農協組

織・事業の再編という視点から明らかにした。

「農村コミュニティー類型別にみた農業協同組合

の統治形態」に関する研究を実施した。3 年間の

調査・分析結果に基づき、既存の地縁型共同体と

担い手政策推進の中で形成される目的型組織を結

合させた農村コミュニティーの再生方策としての

地域営農システムの構築とそれを基盤とした農協

統治のあり方を提示した。各小課題の研究成果は、

研究期間を通して、国内外の学会で口頭報告を行

うとともに、学会誌へ投稿して公表した。
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名称：
発明者：
権利者：
種類：
番号：
取得年月日：
国内外の別：

〔その他〕
ホームページ等
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